
 

 

仕  様  書 

 

１ 件 名 

令和４年度労働者派遣（地域振興部事業課事務補助）（単価契約） 

 

２ 目 的 

 派遣元は、「労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関する法

律」及び本契約に基づき、派遣元の雇用する労働者（以下「派遣労働者」という。）を

派遣先に派遣し、派遣先は派遣労働者を指揮命令して業務に従事させることを目的と

する。 

 

３ 業務内容 

公益財団法人東京観光財団（以下「財団」という。）地域振興部事業課において、地域振

興事務補助として以下の業務を行う。 

 

（１） 申請書類等の確認・照合 

（２） 旅行業者・ＯＴＡ（Online Travel Agent）・宿泊事業者との連絡 

（３） 都の観光需要喚起策に関する事務局との連絡 

（４） 東京都産業労働局観光部との連絡 

（５） 精算事務手続 

（６） 業務遂行にかかる資料作成 

（７） 原稿・文書などの校正等 

（８） その他、観光需要喚起策の遂行に必要な業務 

 

４ 派遣労働者の人員及び資格要件 

（１）人員 ５人とする。 

（２）資格要件 

   以下のすべての要件を満たすものであること 

① オンライン会議ツール（Zoom、Teams、 Webexなど）を利用したオンラインミー 

ティング、ウェビナーの運営補助にあたり適切な対応ができる者 

② 文章や資料を正確に理解し、ポイントを明確にした上で要約や資料作成を適切に 

行うことができる者 

③ e-mail、ワード（差し込み印刷）、エクセル（SUM,IF,ROUND関数等）が使える者  

④ 関係機関との連絡調整能力を有する者 

⑤ 財団の組織構造や仕事の進め方を正確に把握し、適切な対応ができる者 

⑥ 服務規律、職場ルールを遵守できる者 

⑦ 職員と協調し、かつ責任を持って職務を遂行できる者 

⑧ 労働保険、社会保険に加入できる者 

⑨（歓迎要件）書籍、雑誌などの紙媒体や Webメディアにおける編集者の経験や知 

識を有する者 

 

５ 派遣期間 

令和４年８月８日（月）から令和５年３月３１日（金）まで 

 



 

 

６ 予定数量 

 １３８３時間（１人あたり）×５人 

  （内訳） 

（１）正規の勤務時間 延１２３３時間（７時間４５分×１５９日）×５人 

（２）時間外勤務延べ１５０時間 ×５人 

時間外勤務は１２０時間であるが、数量のカウント上、１８時から２２時まで及び５ 

時から９時の時間帯においては、１．２５倍した数（６０時間）をみなし労働時間と 

する。 

なお、契約期間内において、発注時間が予定数量に達したときは、期間の満了を待たず

にその時点で契約は打ち切りとする。また、予定数量に達しない場合であっても、期間の

満了をもってこの契約は終了する。 

 

７ 派遣労働者の就業条件 

（１）就業場所 公益財団法人東京観光財団又は派遣社員の自宅 

        財団事務所 

        〒１６２－０８０１ 東京都新宿区山吹町３４６番地６ 日新ビル 

        代表電話 ０３－５５７９－２６８０ 

（２）就業日  土曜日、日曜日、祝日を除く毎日。ただし業務の都合により休日の勤務を

命じるまたは新型コロナウイルス感染症対策により就業日数を減らす場

合がある（新型コロナウイルス感染症対策により就業日数を減らす場合

は、派遣社員の希望により財団と相談の上行う。）。 

（３）就業時間 ９時から１７時４５分まで。ただし新型コロナウイルス感染症対策等によ

り就業時間を変更する場合がある（新型コロナウイルス感染症対策等に

よる就業時間の変更は、派遣社員の希望により財団と相談の上行う。）。な

お、就業時間外の労働については、派遣元と派遣労働者との労働契約又は

派遣元事業場における３６協定の範囲内で命じることができる。 

（４）休憩時間 １１時３０分から１３時３０分までの間で指定する１時間 

（５）福利施設の利用等 事務用機器の貸与 可  

（６）安全・衛生 コンピュータ等ＶＤＴの操作は連続１時間に最低１０分の休憩を与える。 

（７）通勤交通費は単価に含むものとする。 

 

８ 指揮命令者等 

 業務指揮命令者等は、次のとおりとする。 

（１）指揮命令者   地域振興部事業課長  

（２）指揮命令補助者 地域振興部に所属する職員のうち、指揮命令者の指定する職員  

 

９ 責任者の選任及び苦情申出先 

 派遣先責任者及び苦情申出先等は、次のとおりとする。 

（１）派遣先責任者及び苦情申出先   総務部次長兼総務課長   

（２）派遣先補助責任者及び苦情申出先 総務部総務課総務課長代理  

 

10 関係書類の提出等 

 派遣元は、派遣労働者の氏名、労働保険・社会保険の加入状況、その他「労働者派遣事

業の適正な運営の確保及び派遣労働者の就業条件の整備等に関する法律」及び同法施行

規則に定める事項を派遣先に通知し、以下の関係書類を提出するものとする。 



 

 

（１）派遣労働者の時間外労働の範囲：契約締結後１４日以内 

（２）派遣労働者の略歴書：契約締結後１４日以内 

 

11 業務の報告等 

作業時間履行の確認書及び様式については、次のとおりとする。 

（１）派遣先責任者は、各週における就業に関する作業時間履行確認書（様式１）を作成し、

当該月分を取りまとめた上、速やかに派遣元責任者に通知するものとする。 

（２）派遣元責任者は、当該月の業務実施報告書（様式２）を作成し、翌月１０日までに派

遣先責任者に提出するものとする。 

（３）上記様式１，２の項目が網羅されている派遣労働者作成のタイムシート等がある場合

は、派遣元責任者がこれを確認することにより、上記（１）について、省略するもの

とする。 

（４）派遣労働者は、休暇を取得する場合には、休暇届（様式３）を指揮命令者に提出する

ものとする。ただし、業務の正常な運営を妨げると認められるときは、休暇の時期を

変更される場合がある。 

（５）派遣労働者に就業時間外の勤務を命ずる場合は、時間外勤務命令簿（様式４）による

ものとする。 

 

12 服装等 

派遣労働者は、財団の風紀信用を損なうことのないよう服装等に十分な注意を払い業務

を行うこと。 

 

13 職場見学 

派遣先は、契約締結後、派遣元が派遣を予定している者から職場見学の希望があった場合

は、便宜を図るものとし、業務内容や就業環境について説明することができる。 

 

14 支払方法 

 毎月ごとの後払いとする。 

  なお、毎月ごとの請求金額の算出において、算出途中及び算出結果に円未満の端数

が生じた場合には、円未満を切り捨てる。 

 

15 守秘義務の遵守 

派遣元及び派遣労働者は、本契約業務の遂行において知り得た財団の秘密を漏洩しては

ならない。本契約期間終了後も同様とする。 

 

16 個人情報保護 

（１）派遣元及び派遣労働者は、本契約の履行にあたり、財団の保有する個人情報の取扱い

については、別紙「電子情報処理業務に係る標準特記仕様書」を遵守すること。 

（２）派遣元は、本契約の履行に関連する派遣元独自の個人情報の取扱いについては、前記

「電子情報処理業務に係る標準特記仕様書」の規定に準じて、個人情報の漏えい、滅

失及びき損の防止その他の個人情報の適正な管理のために必要な措置を講じなけれ

ばならない。 

 

17 派遣労働者の交替 

派遣労働者が就業に当たり、遵守すべき業務処理方法、就業規律等に従わない場合又は業



 

 

務処理の能率が著しく低く本契約の目的を達しない場合、派遣先は派遣元にその理由を示

し、派遣労働者の交替を要請することができる。 

 

18 その他 

（１）本仕様書に疑義のある場合に関しては、別途協議の上決定する。 

（２）財団は必要に応じて本契約に係る情報（受託者名・契約種別・契約件名及び契約金額

等）を公開することがあるが、受託者はこれを了承するものとする。 

（３）本契約は、労使協定方式を選択している派遣元に限る。 

 

総務部総務課  

   電話：03-5579-2680 

 FAX：03-5579-2685 

 担当：松下 

 


